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ソフトバンクグループ（SBG）は 2023 年に年間約 9,400 件の AI 関連特許を出願し、前年比

100 倍超という空前の急増で日本の特許出願ランキング首位に躍り出た[1][2]。この一社の行動だ

けで、2022 年〜2024 年における日本全体の特許出願増加分の約 60%を占め、トヨタやキヤノ

ンといった従来の出願上位企業を大きく凌駕した[1]。孫正義氏が「知のゴールドラッシュ」と

呼ぶこの戦略は[3]、生成 AI を活用した発明創出という新たなパラダイムを提示し、日本企業の

知財戦略、特許業界、さらには特許庁の審査体制にまで構造的な影響を及ぼしつつある。 

1. 「89件から 1万件超へ」——前例なき出願規模の実態 

SBG の特許出願件数の推移は、日本の知財史上に類を見ない急激な変化を示している。2022

年にわずか 89 件だった出願は、2023 年に約 9,403 件へと爆発的に増加した[1][2]。2025 年 6 月

時点で公開済み特許出願は 10,350 件超に達し、2 位のキヤノン（2,177 件）の約 5 倍という圧

倒的な差をつけて日本企業トップに立っている[4]。 

出願の時間的パターンも特徴的だ。2023 年 9 月 19〜20 日のわずか 2 日間で約 1,800 件、2025

年 4 月 2〜3 日の公開では 2 日間で 3,569 件が一斉に公開された[5][6]。このバッチ的な大量出願

は、9 月の会計年度区切りに連動した計画的な戦略であることを示唆する。 

孫正義氏個人としても、WIPO PATENTSCOPE のデータによれば日本出願 657 件、米国出願

42 件、PCT 国際出願 145 件が確認されている[7]。SoftBank World 2024 では「2023 年に

1,008 件の発明を出願した」と自ら公表し、10 年前に Pepper の発表日朝に 48 件を出願した経

験と対比して、AI による発明の加速を強調した[3][8]。 



SBG AI特許大量出願戦略の影響分析 

— 2 — 

ただし、特許登録に至ったのは 2025 年 8 月時点でわずか 7 件にとどまる[9]。10,000 件超の出

願の大半は未審査段階にあり、権利化までの道のりは長い。この点は「量」と「質」の緊張関

係を象徴しており、業界の議論の中核をなしている。 

2. 孫正義氏の知財哲学——ベンチャー投資の論理で特許を捉える 

孫正義氏の知財戦略を理解するうえで最も重要なのは、そのベンチャーキャピタル的発想であ

る。SoftBank World 2024 で氏は、特許出願を投資になぞらえ、「まず出願し、後から評価

し、ダメなものは放棄するが、1 件でもキラーパテントが出れば全てのコストを回収できる」

と述べた[3][10]。 

この思想の背景には、AI の進化に対する氏の確信がある。2〜3 年以内の AGI 実現、10 年以

内の ASI（超知能、人間の知能の 1 万倍）到達を予測し、2024 年 6 月の株主総会では「孫正

義の存在意義は ASI の実現にある」と宣言した[11][12]。知財戦略はこのビジョンを実現するため

の基盤インフラとして位置づけられている。 

出願プロセスにおける AI 活用も公言している。2022 年 10 月から生成 AI を用いた発明活動を

開始し、特許アナリストの分析によれば、孫氏個人の連続出願には「連想ゲーム」的パターン

——物流のピッキング→梱包→倉庫内搬送→配送——が見られ、AI との対話的な発明プロセ

スが示唆されている[7][8]。さらに全社レベルでは、2023 年 5 月から「生成 AI 活用コンテス

ト」を開催し、2024 年末までに社員から 21 万件超のアイデアを集めた。2025 年には全約 2

万人の社員に各 100 体の AI エージェント構築を課し、10 週間で 250 万体の AI エージェント

を社内で稼働させるという徹底ぶりだ[13]。 

3. 重点技術領域と Arm・投資先との知財連携 

3.1 出願の技術的構成 

日経 xTECH による公開特許の分析では、孫氏個人の出願約 200 件において最大のカテゴリー

は自動運転で、独自に「レベル 6 自動運転」という概念を定義している。次いで物流・倉庫
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（80 件超）、ロボティクス、アバター/対話制御、感情・健康推定、LLM 応用が続く[7][8][14]。

SBG グループ全体の 10,000 件超の出願は、生成 AI コア技術、AI エージェント・RPA、

5G/6G・IoT、エネルギー管理、ヘルスケア・介護、プロンプトエンジニアリング等、より広

範な技術領域をカバーする[4][15]。 

3.2 Armとの戦略的シナジー 

SBG が約 87〜90%を保有する Arm Holdings は、世界のスマートフォンの約 95%に搭載され

るチップアーキテクチャの IP ライセンス企業であり、本質的に知的財産そのもので収益を生

むビジネスモデルだ[16]。SBG の 5G/6G・IoT・半導体関連の特許出願は、Arm の技術領域と

直接的なシナジーを持つ。さらに Project Izanagi、Stargate Project、SB OpenAI Japan、

Ampere Computing 買収等との連携により、孫氏の言う「AI Silicon Trinity」戦略の各層に特

許の壁を築く構図が見える[11][12][17]。 

4. 日本企業の AI特許出願ランキングと各社の位置づけ 

WIPO の生成 AI 特許ランドスケープレポート（2024 年 7 月）によれば、日本企業で世界トッ

プ 20 に入るのは NTT（世界 13 位、330 ファミリー）とソニー（世界 18〜20 位、218 ファミ

リー）の 2 社のみである[18][19]。以下の表は主要日本企業の AI 特許動向を示す。 

企業 年間出願規模（全分
野） 

AI特許の特徴 備考 

SBG ~9,400 件（2023 年） 生成 AI 全般、自動運
転、物流 

日本首位。前年比 100 倍超の急増 
[1][2] 

トヨタ 5,000〜7,000 件 機械学習、自動車 AI
中心 

G06N20 分類が中心 

キヤノン 2,000〜3,000 件 広範な技術分野 米国特許取得 41 年連続世界トップ
10 [20] 

NTT 1,500〜2,000 件 通信企業世界首位の生
成 AI 特許 

WIPO 世界 13 位 [18] 

ソニー 1,000〜1,500 件 生物学的ニューラルネ
ットワーク特化 

WIPO 世界 18〜20 位 [18] 
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富士通 — 広範な AI カテゴリー 国内 AI コア特許トップ 3 常連 

日立 — 社会インフラ・産業
AI 

国内 AI コア特許トップ 3 常連 

 

特許庁の調査によれば、2023 年の日本の AI 関連特許出願は約 11,400 件であり、SBG の出願

はこの年の日本全体の AI 特許出願数にほぼ匹敵する異常な規模であった[21]。グローバルで見

ると、日本は生成 AI 特許で中国、米国、韓国、EU に次ぐ世界 5 位に位置する。ただし特許の

質では優位性を保ち、被引用回数は 1 件あたり 6.26 回と高い[18][22]。 

5. 他社の知財戦略への波及——「乗り遅れの恐怖」 

SBG の大量出願が他の日本企業に与える影響については、複数の定性的証拠が示唆的であ

る。GenAI/SUM 2025（2025 年 10 月開催）では、トヨタテクニカルディベロップメント等の

知財担当者が「SBG の出願量は前例のないレベル」とパネルディスカッションで言及した[23]。

業界分析では「追随して自社も AI 特許を強化しなければ」という防衛的心理が広がっている

との指摘がある[1]。 

政府レベルでも反応が見られる。日本政府は FY2026 から 5 年間で 1 兆円（約 70 億ドル）の

AI 開発支援を発表し、SBG が主導する 10 社超の日本企業コンソーシアムによる新 AI 企業の

設立を計画している[24][25]。SBG 単独でも 6 年間で 2 兆円の AI データセンター投資を計画して

いる[12]。 

ただし、SBG の戦略には構造的リスクも指摘される。出願の大半が国内出願のみであり、

PCT 出願は相対的に少ない。公開制度により技術内容が 18 ヶ月後に全世界に公開されるた

め、外国での権利化なしに技術詳細が流出する可能性がある[5][7]。 

6. 特許事務所・弁理士業界への構造的インパクト 

6.1 短期的な需要急増と長期的な存在脅威 

SBG の大量出願は日本の特許業界に二重の衝撃を与えている。短期的には圧倒的な業務量の
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増大だ。主に 2 つの特許事務所が SBG の出願を処理しており、個別の発明名称を付す時間す

らなく、ほぼ全てが「システム」という一律のタイトルで出願されている[5][6]。請求項の中に

は約 260 文字という極端に短いものがあり、共通の図面が多数の出願で使い回されている[6]。 

一方で長期的には、同じ AI 技術が弁理士の仕事を代替しうるという脅威が顕在化している。

SBG の出願自体が AI による大量生成の実証例となっており、「テンプレート×AI 生成×大量

組合せ」という手法が従来の手作業的な明細書作成を根本から覆す可能性を示した。学術研究

によれば、AI 特許作成ツールは起草時間を 30〜40%削減できると推定されている[26][27]。 

6.2 日本弁理士会の対応 

日本弁理士会（JPAA）は 2025 年 4 月 21 日に「弁理士業務における AI 利用ガイドライン」

を公表し、著作権リスク、AI 出力の新規性喪失、秘密保持義務、AI 出力の正確性検証につい

て指針を示した[28]。弁理士法第 75 条（名義貸し禁止）との関係も論点となっており、AI が実

質的に明細書を作成した場合に弁理士の「意見」業務として適正か否かが議論されている[27]。 

7. 出願コストの経済学 

標準的な日本での特許出願コストは、特許庁手数料（出願料 14,000 円、審査請求料 138,000

円〜）に加え、弁理士費用（明細書作成 25 万〜35 万円、出願から登録まで総額 40 万〜90 万

円/件）が一般的である[29][30]。SBG の 10,000 件超の出願に当てはめると、特許庁手数料だけで

最低 1 億 4,000 万円以上、全件審査請求すれば追加で 14 億円以上となる。弁理士費用は大量

割引を考慮しても数十億円規模に達し得る[9]。 

もっとも、AI 活用による 1 件あたりのコスト大幅削減が前提にある。テンプレートの再利

用、共通図面、AI 生成テキストの活用により、従来の手作業と比較して単価は大幅に圧縮さ

れているとみられる。これは「量でカバーし、質は事後選別」という VC 的戦略と整合する

[9][26]。 
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8. 特許庁の審査体制と法的フレームワークの試練 

8.1 審査負荷の問題 

10,000 件超の出願が未審査のまま積み上がっている状況は、特許庁にとって重大な課題であ

る。2025 年 12 月には月間出願件数が 82,188 件（通常の 2.69 倍）に急増するという異常事態

が発生しており、AI 利用による大量出願の拡散が疑われている[31][32]。 

特許庁はこれに対し、2024 年 4 月に AI アドバイザー制度を創設し、外部 AI 専門家が審査官

の技術的判断を支援する体制を整えた。AI 関連発明の審査事例集は 2017 年の 5 事例から

2024 年 3 月の 25 事例へと拡充されている[33][34]。また 2025 年 10 月には米国特許商標庁

（USPTO）・欧州特許庁（EPO）と「三極 AI ビジョン」に合意し、AI 特許の審査品質・効

率向上に向けた国際連携を強化した[33]。 

8.2 AI発明者問題の法的決着と残る課題 

知財高裁は 2025 年 1 月 30 日、DABUS 事件において「発明者は自然人に限る」との判断を示

し、AI を発明者とする出願を却下した[35][36]。SBG の出願は全て人間を発明者として記載して

おり現行法上は適法であるが、特許庁の審議会は「人間の関与があっても、誰も創作的貢献を

したとは言えない状況が生じうる」と認め、AI 関与時の発明者認定基準の見直しを議論して

いる[33][35]。 

9. 知財人材市場の地殻変動 

経済産業省の推計では、日本は 2030 年までに最大 12.4 万人の AI 人材不足に直面する[37]。弁

理士試験の合格率は 6〜10%に低迷し、年間新規参入は 200〜300 名程度にとどまる一方、弁

理士の高齢化が進行している[38]。 

SBG の戦略はこの構造問題に新たな次元を加えた。第一に、6,000 人超の社員を発明者として

動員し、専門の知財エンジニアへの依存度を下げる「発明の民主化」モデルを実践した[4][27]。

第二に、2025 年 8 月からの学生 AI アイデアコンテスト（最優秀賞 1,000 万円）では、全ての
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IP が SBG に帰属する条件で外部人材からのアイデア吸収を制度化した[15]。 

市場全体では「AI×知財」のデュアルスキル人材への需要が急増している。GenAI/SUM 2025

のパネルでは、翻訳・先行技術調査・明細書初稿作成は AI が担う時代が近いとしつつも、戦

略的なクレーム設計や価値評価は人間の領域に残るとの見解が示された[23][27]。 

10. 結論——「質か量か」の先にある本質的問い 

SBG の大量 AI 特許出願戦略は、単なる企業の知財活動を超え、日本の知財システム全体への

ストレステストとして機能している。その影響は三層に整理できる。 

第一に、競争環境の不可逆的変化。 SBG が 1 社で日本の AI 特許出願数に匹敵する量を出願し

たことで、他社には「防衛出願の増加」と「AI 活用による出願効率化」という二重の圧力が

かかっている[1][23]。政府の 1 兆円 AI 支援や SBG 主導のコンソーシアム形成は、この危機感の

制度的表現といえる[24]。 

第二に、知財業界のビジネスモデル転換。 AI 活用による出願コストの劇的削減は、弁理士の

「明細書作成」という中核業務の価値を構造的に変えうる。短期的な業務量増大と長期的な代

替リスクの同時進行という、業界にとって最も対応が難しい状況が生まれている[26][27][28]。 

第三に、制度的対応の急務。 特許庁の審査体制、AI 発明者の法的位置づけ、出願品質の担保

——いずれも従来の制度設計では想定されていなかった規模とスピードの変化への対応が求め

られている[31][33][35]。 

最も注視すべきは、SBG の 10,000 件超の出願のうち登録に至ったのがわずか 7 件という現実

である[9]。この膨大な出願群が実際に権利化され、ライセンス収入や事業防衛に機能するかど

うかは、今後数年の審査結果に依存する。孫氏の VC 的論理——「1 件のキラーパテントが全

てを回収する」——が正しいか否か、その答えが出るのはこれからだ。日本の知財戦略担当者

にとって重要なのは、この「量的ショック」を一過性の異常値として傍観するか、自社の知財

戦略を根本から再設計する契機とするかの判断である。 
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